
第Ⅳ部門    公平性に基づく公共事業評価システムの再評価に関する研究 

 
東日本旅客鉄道株式会社 正会員    ○斉藤 秀 
立命館大学理工学部   フェロー会員 村橋 正武 

  立命館大学理工学部     正会員      塚井 誠人
１．はじめに 

社会資本整備における「公平性」という概念は、「効

率性」以外の価値のすべてを仮託されてきた面がある。

地方行政の裁量が高まる中で、行政活動による資源配

分の実質的な意義を明確にするため、「公平」「地域間

格差」「平等」といった用語の内容を明らかにする必要

がある。特に、公共事業評価においては、学術的・制

度的な定着が先行している効率性基準同様に理論的裏

づけを有し、かつ実用的な公平性基準の検討が求めら

れている。本研究では、資源配分の評価を配慮した公

共事業評価手法を検討するために、アマルティア・セ

ンの主張する「capabilityアプローチ」に基づく公共事

業の計画・評価システムを検討する。 

２．「capability（潜在能力）アプローチ」について 

 capability アプローチの最大の特徴は、「効用」を

ベースとしてきた公平性を巡る議論に、人間の多様性

を重視する観点を付与したことである。その主張は図

１に示すように、「財を効用に変換する能力は個人によ

って異なり、財や資源の所有を平等にしても、実質的

な公平は図られず、公平性を論じる上では、財を効用

に変換する能力（機能）に着目する必要がある」とい

うことである。「機能」は、個人の外的な条件（資産の

所有、社会的な背景、環境条件）や内的な条件（年齢

や性別、身体障害者）を総合化した概念である。さら

に「機能」を個人の条件に留まらず、生活の質や地域

特有の課題を評価する指標としてとらえると、効用や

財の所有といった指標より「人の福祉」を直接的に把

握できる。すなわち、個人及び個人を取り巻く多様な

環境条件をふまえて公平性を議論できるという長所を

有している。しかし、capability アプローチは、公平

性を考える上での思考的な枠組みは提起しているもの

の、具体的な「機能」の測定方法や、「機能」拡大のた

めの政策的課題などについては考究されていない。し

たがって、capability アプローチの主張を再度解釈し

直し、公共事業の計画・評価への適用方法を検討する

必要がある。 

３．公共事業評価システムの考察 

地方自治体で導入されている公共事業評価の取り組

みを考察し、capabilityアプローチの適用可能性を検討

した。近年、政策評価などで導入されているアウトカ

ム指標は、事業が利用者にもたらす成果を評価する点

で比較的「機能」と類似する概念であるが、両者には

大きな相違点があり、これまでのところ、行政活動の

目標として「機能」に着目した評価は行われていない。 

公共事業評価にcapabilityアプローチを導入する上で必

要な評価システムの変更点を以下に示す。 

①施設整備目標水準から「機能」目標への転換 

従来、我が国では、図２に示すように、公共事業の

立案に際しては、地域の特性の配慮よりも一定水準の

政策目標が画一的に掲げられることが多く政策目標、

行政活動の管理・統制の便宜上からも部局ごとに独立

した事業計画立案が行われてきた。その為、政策目標

がブレイクダウンされ、分野別の施設整備水準が設定

されてきた。近年、効率性の観点から部局を横断した

事業の選択を図る取り組みが見られるものの、同一の

「機能」の向上に寄与する事業が異なる部門の所轄下

にある場合、それらに共通の評価指標設定がなされた

取り組みは見られない。したがって、capabilityアプロ

ーチの観点からすれば、「機能」を実現する為の政策目

標の設定がなされなければならない。 

②個別事業における総合評価方法の転換 

現状の個別事業評価では、多面的な効果を網羅的に

把握し、それらの効果を総合的に勘案する総合評価が

主流である。現状では、部局を横断した成果に関する

個人的条件(運転技能) 

所得・財・サービス 

（乗用車） 

社会経済状況(交通市場) 

図１：capabilityアプローチに基づく乗用車利用の買い物行動の整理

財・サービスの特性 

（道路交通） 

機能 

買い物ができる 

目標達成水準 

(満足) 

Shu Saito,Masatake Murahashi  

平成17年度土木学会関西支部年次学術講演会

IV - 39



評価は上位の施策・政策評価の評価で対応しており、

公共事業評価では代替案の優先度評価や、予算付けの

評価を行っているものが多い。「機能」による目標値の

設定に併せ、総合評価手法も見なおす必要がある。 

４．capability アプローチに基づく事業評価の検討 

本研究では、capability アプローチによる行政活動

の意義は、「機能」の不平等を是正することによって政

策目標の達成を目指すものと考える。したがって、行

政はハード整備に留まらずソフト施策を含めた総合的

な選択を行う必要がある。これに対して、現状で導入

されている総合評価手法は、「事業に着目して効果（機

能）を総合化する」ものである。図３に示すように、

capabilityアプローチに基づけば「機能に着目して事業

を総合化する」という発想の転換が必要となる。 

 その上で、最も課題となるのが、「機能」をどの部局

でも共通の評価指標に基づいて計測することである。

さらに、ある政策目標の達成に関わる個別事業の機能

達成水準を設定することによって、個別事業の戦略的

な連携を実現することが可能となる。 

次に、具体的な、「機能」の指標化にかかる検討課題

を整理する。社会資本整備への援用、また評価システ

ムへの実用化にかけては、以下の 3 段階で検討する必

要がある。 

①政策課題として着目する機能の設定方法 

センは不平等を測定する対象である機能（政策課

題・目標の達成に必要な基本的な機能）について、何

を重視するかについて「社会的選択論」の範疇である

として明示的に議論を行っていない。我が国では、社

会資本整備重点化計画やローカルマニフェストなど、

当該地域が重視し目指すべき政策課題を具体的に提示

する制度・社会システムが導入されつつある。今後は、

情報公開や情報の共有などにより、各地方自治体が民

主的なルールに基づいて政策目標水準、及び関連する

「機能」を選択する社会制度が必要となる。 

②特定機能の指標化と不平等の測定方法 

capability アプローチは、地域の特性を反映した実

質的な公平性を達成する上で有効であるが、その為に

は実用的な観点から「機能」を指標化する必要がある。

現状で用いているアウトカム指標やアウトプット指標

をはじめ入手可能なデータを組み合わせて新たな指標

を検討しなくてはならない。その際に既存の統計調査

ではとらえにくい「機能」については、新たに必要な

データを収集する枠組みを整備する必要がある。 

③機能拡大を実現する事業の組み合わせ方の提示 

上記の方法で不平等を測定した上で、目標水準に対

して不足する機能については、ハード・ソフトの施策

によって公的に介入する。機能を拡大する実現手段で

ある事業メニューの組み合わせの方法を検討しておく

ことが必要である。なお、公共事業では、特にハード

な事業の組み合わせ方が重要となる。政策目標と機能

の選択が適切になされていれば、具体的な施策の選択

は効率性の基準を用いる方法もある。 

６．おわりに 

capability アプローチは、不平等の原因となってい

る「機能」を直接修正するという特徴がある。価値観

の多様化する現在において、今まで自治体の公共施設

の公準として曖昧に用いられてきたシビルミニマムと

いった概念を実質的な内容として問い直し、行政が関

与すべき領域を把握する上で非常に有用であると考え

る。しかし、その規範の実用化には、政策目標や「機

能」の選択を誰がどのように行うかといった社会選択

の枠組みを問い直すことに加えて「機能」の指標化と

いった技術的な課題等の様々な改革が必要となる。 
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図２：現状の公共事業評価システム 
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図３：capabilityアプローチ公共事業評価の試案 
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